水戸市上水道転換支援事業に係る補助金交付要項

（趣旨）
第１条　水戸市上下水道事業管理者（以下「管理者」という。）は、地下水において水質汚染事案が発生している状況を踏まえ、定期的な水質検査実施が必要な飲用井戸等から安全・安心な上水道への転換を図るため、水道加入者への支援措置経費の一部について、茨城県上水道転換支援措置事業に係る補助金交付要綱に基づき、予算の範囲内で補助金を交付するものとし、その補助金の交付に関しては、水戸市補助金等交付規則（昭和53年水戸市規則第22号。以下、「規則」という。）に定めるもののほか、この要項の定めるところによる。
（用語の定義）
第２条　この要項において用いる用語の定義は、次の各号に掲げるところによる。
(1) 飲用井戸　水戸市安全な飲料水の確保に関する条例（平成26年水戸市条例第３号）第２条第５号に規定する飲用井戸等であって、飲用水を供給する井戸をいう。
(2) 上水道　水道法（昭和32年法律第177号）第３条第２項に規定する水道事業をいう。
(3) 上水道転換　水戸市の給水区域内にある飲用井戸を飲用として利用する者が、上水道に接続することをいう。
(4) 水道加入者　上水道転換しようとする者をいう（居住目的のものに限る。）。
(5) 加入金　水道加入者が水道加入する際に管理者に納入する負担金をいう。
(6) 工事費　配水管等への接続（宅内配管は除く。）に係る工事費用をいう。
(7) 給水契約　水道加入者が加入金を支払い、水道の供給契約を締結することをいう。
（補助対象者）
第３条　補助金の交付の対象となる者(以下「補助対象者」という。)は、次の各号に掲げる者とする。
　(1) 一戸建て（二世帯住宅を含む。）を所有する者
　(2) 一つの土地に二つ以上の住居（敷地内同居等）を所有する者
  (3) 集合住宅（アパート又はマンション）を所有する者
（補助対象事業等）
第４条　補助金の交付の対象は、次の各号に掲げる経費とする。
　(1) 水道加入者が納入する加入金
　(2) 配水管等への接続（宅内配管は除く。）に係る工事費用
（補助金額）
第５条　補助金額は、次の各号に定めるところによる。
　(1) 前条第１号に掲げるものについては、給水契約１件あたり30,000円を上限として補助する。ただし、加入金が30,000円に満たない場合については、その額とする。
　(2) 前条第２号に掲げるものについては、給水契約１件あたり30,000円を上限として補助する。ただし、工事費用が30,000円に満たない場合については、その額とする。
２　前項に規定する補助金額に1,000円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。
（事業の実施要件）
第６条　補助事業に対する補助金交付の実施にあたっては、次の各号に掲げる要件を全て満たすものとする。
(1) 居住している住宅の飲用水を飲用井戸から上水道転換したものを対象とする。また、住宅内の飲用水を上水道に切替し、飲用以外の生活用水には井戸水を継続使用する場合についても補助対象とする。
(2) 補助を受けようとする住宅に既に水道加入の事実がないこと。
(3) 既設管の増口径に伴う申請でないこと。
(4) 切替工事について、住宅内における飲用水は上水道と地下水の併用利用がないこと。
(5) 補助を受けようとする住宅が、水道加入しようとする者の所有物であること。
（交付申請）
第７条　補助金の交付を受けようとする者は、水戸市上水道転換支援事業補助金交付申請書（様式第１号）に関係書類を添えて管理者に提出しなければならない。
（交付決定）
第８条　管理者は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めるときは、補助金の交付を決定し、水戸市上水道転換支援事業補助金交付決定通知書（様式第２号）により当該申請をした水道加入者に通知するものとする。
（補助事業の内容変更等）
第９条　第８条の規定により、補助金の交付決定の通知を受けた水道加入者は、当該補助事業の内容を変更するとき又は補助事業を中止若しくは廃止しようとするときは、水戸市上水道転換支援事業補助金変更承認等申請書（様式第３号）を管理者に提出し、その承認を受けなければならない。
２　管理者は、前項の規定により補助事業の内容変更を承認したときは、水戸市上水道転換支援事業補助金変更承認通知書（様式第４号）により水道加入者宛て通知するものとする。
　（実績報告）
第10条　水道加入者は、事業が完了したときは、水戸市上水道転換支援事業補助金実績報告書（様式第５号）に関係書類を添えて管理者に提出しなければならない。
２　前項の規定による実績報告以降に、第13条及び第14条に定める交付決定の取消又は返還等が生じた場合は、水戸市上水道転換支援事業補助金に係る実績報告訂正申出書（様式第６号）を管理者に提出しなければならない。
３　前項の規定は、交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用があるものとする。
（補助金の額の確定）
第11条　管理者は、前条の規定による報告を受けたときは、その内容を審査し、適当と認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、水戸市上水道転換支援事業補助金確定通知書（様式第７号）により水道加入者に通知するものとする。
（補助金の交付請求）
第12条　前条の規定による通知を受けた水道加入者は、補助金の交付を受けようとするときは、水戸市上水道転換支援事業補助金交付請求書（様式第８号）を管理者に提出しなければならない。
２　管理者は、前項の規定により請求があったときは、速やかに水道加入者に補助金を交付するものとする。
（交付決定の取消等）
第13条　管理者は、次の各号に該当すると認める場合には、第８条の規定による交付決定を取り消すことができる。
(1) 水道加入者が補助金を他の用途に使用したとき。
(2) 水道加入者が法令、本要項に違反したとき。
(3) 水道加入者が補助金に関して不正、怠慢、虚偽、事務手続きの遅延、その他不適当な行為をしたとき。
(4) 管理者が水道加入者又は水道加入者だった者へ加入金を返還したとき。
(5) 交付の決定後生じた事情により補助金の全部又は一部が必要でなくなったとき。
２　管理者は、交付決定を取り消したときは、速やかにその旨を水戸市上水道転換支援事業補助金交付決定の取消通知書（様式第９号）により水道加入者に通知するものとする。
３　前２項の規定は、交付すべき補助金の額の確定があった後においても適用があるものとする。
（返還）
第14条　管理者は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、補助事業の当該取消に係る部分に関する補助金が既に交付されているときは、期限を定めて返還を命ずるものとする。
（証拠書類の保存）
第15条　管理者は、補助事業に係る帳簿その他の証拠書類を整理し、補助事業を完了した年度の翌年度から起算して５年間保存しなければならない。
（その他）
第16条　この要項に定めるもののほか、この要項の実施に関し必要な事項は、管理者が別に定める。
[bookmark: _GoBack]付　則
（施行期日）
この要項は、令和８年10月21日から施行し、令和８年４月１日から適用する。

